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（導入）ECによるスマートメーターデータ取扱に係る勧告（2012年）

※Directive 95/46/EC 第7条:構成国は、以下の条件を満たす場合にのみ、個人データが取り扱われるように定めなければならない；（ａ）データ主体が明確に合意を与えた場合、または（ｂ）データ主体が
当事者である契約の履行のために取扱いが必要な場合、またはデータ主体の請求により、契約の締結前に段階的作業のための取扱いが必要な場合、または（ｃ）管理者が従うべき法的義務を遵守するために
取扱いが必要な場合、または（ｄ）データ主体の重要な利益を保護するために取扱いが必要な場合、または（ｅ）公衆の利益のために、または管理者もしくはデータの開示の対象となる第三者に与えられている
公的権限の行使による業務に取扱いが必要である場合、または（ｆ）管理者またはデータ開示の対象となる第三者、もしくはその他の当事者の合法的な利益のために取扱いが必要である場合。
但し、第１条１項に従って保護が要求されるデータ主体の利益、基本的人権及び自由が上記利益に優先する場合はこの限りではない。
(参考)第1条1項：構成国は、本指令に従って、個人データの取扱いに関して、自然人の基本的人権及び自由、特にプライバシー権を保護しなければならない。 （出典）EU-Lex、総務省HP等に基づき作成

 ECは、データの第三者利用には、各サービス毎にデータ主権者（＝電気の消費者）との間で個
別に合意を取り付ける必要があると勧告している。

データ保護対策

 18. 情報処理について検討するにあたり、匿名加工データの使用を可能な限り強制するために必要な措置を講ずるべきである。なお、個人データを収
集し、処理し、保存する場合においては、データが適切であることを確認する必要がある。また、データ集約についてはデータ処理目的に鑑み必要最小
限に制限、データ保存についてはデータ処理目的の必要以上に個人識別できない形式でされるべきである。

 19. スマートメーターデータの処理は、Directive 95/46/EC（GDPRの基礎となった指令）の第7条※に記載されている1つ以上の根拠に基づ
いて正当でなければならない。スマートメータリングに係る個人データ処理においては、前記指令に基づき設置され、スマートメータリングに対する当該指
令の適用に関する事項を検討する作業部会（Working Party）の意見が考慮されるべきである。

 20. Directive 95/46/ECの第7条に記載の根拠の1つ以上に基づいている場合においては、付加価値のあるエネルギーサービスプロバイダー（第
三者）による個人データ処理は合法である。このデータ処理の実施根拠として当事者間の同意が選択された場合、データ主権者の同意は自由に与
えられ、具体的で、透明性が確保され、また各サービスに対し個別に与えられるべきである。データ主権者はいつでも同意を取り消す権利を有する。

 22. 小売事業者やネットワーク事業者による個人データ保管の適切な期間を判断するため、実際に運営を始める前に分析を実施する必要がある。こ
の分析により、加盟国国内法に規定される個人データ保管期間が適切か（長すぎないか）を判断できる。また、個人データ消去や保存の必要性に
ついての定期的見直しが確実に遵守されなければならない。

 23. 前記分析の目的のために、特に次の原則を考慮する必要がある：データ最小化の原則、目的・タイミング・状況・収集・保管およびその他すべて
の処理にかかる透明性の原則、および個人の主権。

データセキュリティ

 24. システム設計の中でデータ保護を確保するため、ネットワークアーキテクチャの一部としてデータセキュリティを早期に設計する必要がある。これに
は、偶発的または違法な破壊、さらには偶発的な損失から個人データを保護するための対策、および不正な開示、配布、アクセスや変更を防止するた
めの対策を含む。

 26. スマートグリッドの現在および将来のすべてのコンポーネントが、欧州標準化団体が開発したすべての「セキュリティ関連の」規格の遵守を確実に
考慮すべきである。また、国際的なセキュリティ基準、特にISO/IEC 27000シリーズも考慮すべきである。

 27. スマートメータリングシステムのセキュリティと回復力を保証するために、ネットワークオペレータはセキュリティリスクの特定・抽出、ならびに適切なセキュ
リティ対策を計画すべきである。この点、ネットワーク運営者は国家管轄当局や様々な団体・組織と協力して、既存の基準やガイドラインおよび計画を
適用し、また利用可能でない場合は新規に開発すべきである。また、欧州ネットワーク・情報セキュリティ機関（ENISA）が発行の関連するガイドライ
ンも考慮すべきである。
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スマートメーター導入に向けた英国の動向俯瞰

（出典）BEIS–“Smart Metering Implementation Programme 2017 progress update”、資源エネルギー庁「電気事業便覧2017年度版」、電力・ガス取引等監視委員会
HP等に基づき作成

英国 日本

スマートメーター
導入根拠法令類

導入開始
／完了年目標

普及率

主務官庁

• Smart Metering Implementation Programme（2013
年）

• エネルギーの使用の合理化等に関する基本方針について
（2013年）

• BEIS（旧DECC） / Ofgem • 経済産業省資源エネルギー庁等

• 2014年／2020年 • 2014年/2024年（※各社の導入目標には差異あり）

• 約2割程度（2017年） • 約3割程度（2017年）

その他主要な関
連法令類

• General Data Protection Regulation (GDPR)
• UK Data Protection Act
• Data Access and Privacy Framework
• Electricity Act 1989
• European Measurement Instruments Directive

• 個人情報の保護に関する法律
• 電気事業法
• 計量法

導入事業主体
（設置義務）

• 小売事業者 • 第一義的には一般送配電事業者

データ利用の現
状

• DCC(Ofgem規制下のデータ管理会社) が、データを小売事業
者・NW事業者等に提供している。

• 30分毎データによる決済を行うために、小売事業者はデータ使用を
合意(オプトイン)している需要家のみに対し、30分毎データを取得し
ている。

一般送配電事業者の所有する30分毎データを小売事業者
に対して以下の通り提供している。
• 小売事業者と契約している需要家の使用電力
• 小売事業者が新たに契約を結ぼうとしている需要家の使用

電力

 英国では政府主導で、データ取扱の在り方を規定する包括的枠組み:Data Access and 
Privacy FrameworkをSmart Meter Implementation Programmeの中で定めた。
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スマートメーターデータに係る英国での主要な現行法制度

（出典）UK Gov., 資源エネルギー庁公表資料等に基づき作成

 英国では政府主導でスマートメーター導入及びデータの取扱規定を整備している。
 この点、当該データは消費者に帰属するとして明確に規定し、データの取扱いに係る安心を担保。
 またスマートメーター設置に併せ、In-Home Display(見える化装置)の配布も決定（後述）。

• エネルギーの使用の合理
化等に関する基本方針に
ついて

• 計量法
• スマートメーター制度検討

会報告書

• 個人情報の保護に関する
法律

• Smart Meter Implementation 
Programme - Data Access and 
Privacy Framework

日本英国

趣旨

• Smart Metering Implementation 
Programme

スマートメーター導入に向けた包括的な枠組
みの規定。データプライバシー、ステークホル
ダーエンゲージメント、普及戦略、さらには家
庭用ホームディスプレイの導入等まで定めてい
る。

【スマートメーターデータの取扱規定】
スマートメーターデータに「誰が」「どんな目的
で」アクセスできるか、またそれに対する消費者
の権利について明確に規定→消費者への透
明性を確保し、もって安心を担保。

• データ匿名加工に関する
議論はあるが、検討中

• General Data Protection Regulation 
(GDPR)

• UK Data Protection Act

企業による個人データの取得利用を規制す
るもの。

• European Measurement Instruments 
Directive

• Electricity Act 1989 附則7
• Meters Regulations
• Electricity Regulations
• Measurement Instruments Regulations

測定の在り方や、測定機器全般の定義や要
求される仕様を規定。
英国においては、電力量測定機器について
30分毎の測定データを提供できることが要求
されている。

スマートメーター導
入の在り方

計量の在り方

個人情報保護の
在り方

スマートメーター
データ固有の取扱
の在り方

規制の観点 関連する主な法制度 関連する主な法制度
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DCCの利用料金体系

（出典）DCC HP、Ofgem HP等に基づき作成

 DCC利用料金はDCCユーザーにのみに発生。うち、データを継続的に利用する小売事業者、
NW運営事業者はデータ取得対象のスマートメーター件数に応じた料金が課せられる。

 DCCはコスト・収益について、Ofgemによる監視を受ける。
 利用料金体系は毎規制年度で見直しが義務付けられており、2019年度版の公表は2019年3

月を予定している。見直しの過程においては意見公募も行っている模様。

利用料金体系

課金項目

①Fixed charge
➡スマートメーター登録数に対
する課金

②Fixed Alt HAN charges
➡HAN(Home Area 
Network)に対する課金

③Fixed CH charges
➡CH(Communication 
Hub)に対する課金

④Explicit charges
➡その他個別サービス（アクセ
ス等）に係る従量課金

スマートメーター数

個別サービスに係る課金

スマートメーター数

スマートメーター数

Fixed charge 単価
➡￡/件/月

Fixed Alt HAN
charges 単価

➡￡/件/月

Fixed CH charges
単価

➡￡/件/月

課金対象者

 Energy Suppliers
 Network Operators
 Authorised Third Parties

 Energy Suppliers
 Network Operators
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(2)電気事業におけるデータ活用：30分毎データ利用検討

 2016年、BEISとOfgemは電気事業の効率化のため、プライバシーの問題から手付かずであった30分毎電
力量データ（Half-Hourly Electricity Data, HHデータ）を用いた小売取引決済に向けた検討を本格化。

 2018年7月、OfgemはHHデータ利用拡大に向けたとりまとめ案を公表。データ活用促進と消費者のプライバ
シーのバランスをとった「オプトアウト」が有力候補であるとしつつ、パブコメを募集した。

（出典）Ofgem – “Access to half-hourly electricity data for settlement purposes” 等に基づき作成

●見直しの背景

• 2013年にBEIS (旧DECC)によって規定された枠組み：Data 
Access and Privacy Framework (DAPF)では、 HHデータの利
用には、小売事業者と消費者間で明確な合意(オプトイン)が必要。

• Ofgemの推定では、これまで消費者の大半はオプトインに応じておら
ず、現状ではHHデータを用いた決済の拡大は困難な見通し。

●本検討の目的

• HHデータの利用による小売事業者の30分毎の取引決済は、次世代
NWのコスト低減、ひいては消費者への還元が強く期待できることから、
積極的に利用を拡大する必要。

• 他方で、消費者のプライバシーの保護が課題となるため、双方のバラ
ンスをとった解決策を検討する。

●Ofgemが提示した解決策の選択肢

解決策案 概要

オプトイン

オプトアウト

義務化

集約・匿名化

偽名の付与

• HHデータ利用にあたり明確な合意が必要を原則とする。
(現状通り)

• HHデータ利用にあたり明確な合意を必要としないが、事
後的に消費者は合意しない(オプトアウト)ことを選択できる。

• 例外なく、HHデータ利用を義務化する。

• HHデータに関する個人情報を匿名化し、一元的に集約
して利用する。個人情報の復元は不可能。

• HHデータに関する個人情報を偽名に置き換えた上で、
データ利用する。個人情報の復元は可能。

既に提言されたパブコメの一部から抜粋：(ELEXON (電力需給と決済コードの管理会社)によるもの, 2018年9月)：
 ELEXON（HHデータ利用推進派）は、HHデータ利用普及には「義務化」が最良の案と提言。
 「オプトアウト」はDAPFに対し最も影響が少ないと理解を示す一方、趣旨が理解されないままオプトアウトが選択され普及が阻害されるケース等を懸念。
 また、集約・匿名化、偽名の付与等のプライバシー強化案は運用の複雑さ、費用面等から選択すべきでないとしている。

Ofgemは、消費者に対し現状と同様の意思選択を維持し、かつ市場での利用拡大に繋がるオプトアウトを最良の方式と位置付け、パブコメを募集した。
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（参考）英国におけるスマートメーターデータの活用促進施策の事例

（出典）British Gas HP, UK Gov., Ofgem公表資料等に基づき作成

 英国のスマートメーター導入計画”Smart Metering Implementation Programme”の特
徴的な点として、スマートメーター設置に併せエネルギー利用状況の可視化装置（In Home 
Display: IHD）の設置（配布）をセットで計画に盛り込み、スマートメーターデータの活用促進
に係る施策を含む点が挙げられる。

 政府は国内の消費者すべてにIHDを提供することを決定。
なお、2017年9月時点でのスマートメーター普及率は約2
割※程度。

 政府は「スマートメーターへの換装において消費者にとって
最も印象的となるのがIHDの設置」としている。

 政府による消費者への説明では、「エネルギー消費の見え
る化によって、エネルギー使用量の認識やその削減、ひいて
は料金やCO2排出量を削減に役立つ」としている。

 消費者はIHDを通して、メーターを覗きに行くことなしに、リ
アルタイムでエネルギー使用状況や利用料金を把握するこ
とが出来る。

●IHDの概要

2010年7月

政府によるス
マートメーター
導入目論見
書

Smart Metering 
Implementation 
Programme
Prospectus –
Implementation 
Strategy

 政府（DECC）はすべての需要家にIHDを配布すること
を決定。

抜粋：左記図書p.19: “4.10. The most visible part of 
the smart metering system for consumers will be 
the standalone IHD, (中略). The government has 
decided that all domestic customers should be 
provided with a display.”

現行：電気
小売事業者
のライセンス
許可条件

ELECTRICITY 
ACT 1989

Standard 
conditions of 
electricity supply 
licence

 ガス・電力市場委員会（GEMA）によるEnergy 
Supplierのライセンス許可条件の中にIHD導入が定め
られている。

抜粋：左記図書p.396:”Duty in relation to the Offer of 
an In-Home Display
40.3 (略) the licensee offers the Domestic Customer 
the opportunity to have an In-Home Display 
provided at the Domestic Premises; and
(略) the licensee also offers the Domestic Customer 
the opportunity to have provided to him an 
alternative to an In-Home Display.”
➡（抄訳）ライセンシーは家庭需要家に対し、家庭内にIHDを
設置する機会を提供しなければならない。また、IHDの代替品を
提供することもできる。

●IHDの一例（British Gas配布のもの）

●IHDに係る政府方針の抜粋

時期・概要 名称 内容

※英国におけるスマートメーター普及率は下記のBEIS公表データに基づき、次の通り算出した（電力計のみ）；スマートメーター普及率＝(A)/(B) ,（2017年9月末時点）
（A）スマートメーター普及台数＝約480万台、（B）電力メーター総台数＝約2500万件
データの出典：BEIS “Smart Metering Implementation Programme 2017 Progress Update”
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米国における電力データのプライバシー保護に関する法制度の動向整理

(出典) Institute for Market Transformation 「Utilities’ Guide to Data Access for Building Benchmarking」等に基づき作成

 連邦政府大でのスマートメーターデータのプライバシー保護に関する法制度は存在しない
が、2012年にエネルギー省(DOE)が制定したPrivacy Voluntary Code of 
Conduct (VCC)に基づき、各州が独自にプライバシー保護に関する法制度を制定。

 VCCでは、スマートメーターデータを第三者に提供する条件として、需要家と第三者間で
の合意形成あるいはデータの統計化(集約、匿名化)が前提であることを規定。

●データ活用に関するニーズ

• スマートメーターデータの利活用による電気事業におけるサー
ビス内容や効率性向上のニーズ。

• 需要家のプライバシーを阻害しないための安全なデータ保護
の仕組みの必要性。

●背景と経緯

• 連邦政府には、各州の公益事業に対する規制権限がない
ため、プライバシー保護に関する法制度は存在しない。

• 各州が個別に法制度を制定していくためのガイドラインとして、
DOEが2012年にVCCを制定。

VCCのデータ活用・保護に関する考え方

• データは需要家に属するものであり、データの利活用は、需要家の利益が最大
化されることを前提としている。

• 電力事業者あるいは第三者がデータを利活用するためには、需要家との明確化
な合意形成があること、あるいはデータの統計化が必要としている。

合意形成
(オプトイン)

• データの利活用を行う第三者が、需要
家と合意形成を行う。

統計化

• 個人情報を特定されないように、データ
の集約・匿名化を行う。

• 需要家の合意を必要とせず第三者に
データ提供可能。

方法 概要

• Green Button：
需要家と第三者が合
意形成を図るためのプ
ラットフォーム

• 15/15プロトコル：
データの統計化ルール
であり、イリノイ州やカリ
フォルニア州等で規定
されている。

具体事例
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